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MOVE BY A SENSE OF MISSION
−当⾏の持続的な発展の使命感に基づく⾏動を起こす −



29,475 28,351 △ 1,123
3,546 5,233 1,687
2,291 3,486 1,195

15,936 18,145 2,208
16,704 18,049 1,345

資⾦利益 15,889 16,824 935
役務取引等利益 771 1,231 459
その他業務利益 △ 724 89 813

△ 767 95 863
(△) 12,254 11,870 △ 383

⼈件費 (△) 5,679 5,420 △ 259
物件費 (△) 5,731 5,605 △ 126
税 ⾦ (△) 843 845 1

3,682 6,274 2,592
4,449 6,179 1,729
4,358 5,776 1,418

(△) 631 197 △ 434
3,050 6,077 3,026

163 △ 1,283 △ 1,446
2,840 1,503 △ 1,337

(△) 2,422 3,014 591
3,214 4,794 1,580
△ 76 △ 318 △ 242

2,199 3,375 1,175

経常利益
特別損益
当期純利益

臨時損益
うち株式等損益
うち不良債権処理額

(除く 投信解約損益)
⼀般貸倒引当⾦繰⼊額
業務純益

コア業務純益
業務純益（⼀般貸倒引当⾦繰⼊前）

うち国債等債券損益
経費(除く臨時処理分)

業務粗利益
(除く国債等債券損益)

親会社株主に帰属する当期純利益

単 体（百万円） 2021年3⽉期 2022年3⽉期 前年⽐

経常収益
経常利益

連 結（百万円） 2021年3⽉期 2022年3⽉期 前年⽐

１-１.２０２２年３月期 業績
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5,776百万円（前年⽐＋1,418百万円）

4,794百万円（前年⽐＋1,580百万円）

3,375百万円（前年⽐＋1,175百万円）

● 資⾦利益及び役務取引等利益が増加
● 期中平均⼈員の減少に伴う⼈件費の減少

及び物件費の削減に努めた結果、経費が
減少

● コア業務純益（除く 投信解約損益）は、
前年度より32.5％の⼤幅な増加

● 取引先企業の業績悪化を踏まえ、適切な
資産査定実施により与信関係費⽤は増加

● 本業利益の拡⼤が寄与し、経常利益は
前年⽐49.2％増加

● 当期純利益は2期連続の増益
前年⽐53.4％増加

Ⅰ.決算ハイライト



5,960 5,958 5,861 5,679 5,420

6,044 5,659 5,583 5,731 5,605

814 760 849 843 845

0

5,000

10,000

15,000

2018/3期 2019/3期 2020/3期 2021/3期 2022/3期

⼈件費 物件費 税⾦

7,430

4,436 3,531 3,214

4,794

5,254 3,504 2,138 2,199 3,375

4,923
5,661 5,889

4,449
6,179

0

2,000

4,000

6,000

8,000

2018/3期 2019/3期 2020/3期 2021/3期 2022/3期

経常利益 当期純利益 コア業務純益

１-２.コア業務純益の状況等
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貸出⾦利息は利回り低下が続き減少も、⾦融商品・ソリューション関連⼿数料等の役務利益の増加によりカバー
有価証券利息は機動的な⼊替等による利回り上昇により前期⽐1,146百万円の増加
資⾦利益・役務利益のトップライン増加に加え、適切な経費管理によって経費も減少し、コア業務純益、
当期純利益共に⼤幅増益計上

12,819 12,379 12,295 12,254

9,569 9,363 8,898 8,631 8,310

7,840 8,334 9,006 7,488 8,634

36 39 36
50 64

▲ 804 ▲ 655 ▲ 503 ▲ 281 ▲ 184

▲ 5,000

0

5,000

10,000

15,000

20,000

2018/3期 2019/3期 2020/3期 2021/3期 2022/3期

貸出⾦利息 有価証券利息 その他 預⾦等利息

（百万円） （百万円）

（百万円） （百万円）

11,870

16,642 17,082 17,437
15,889 16,824

（各グラフの計数は単体ベース）

800 854 854 771 

1,231 

0

500

1,000

1,500

2018/3期 2019/3期 2020/3期 2021/3期 2022/3期



5,055 5,134 5,233 5,660 6,028

1,993 1,975 1,893
1,850

1,901

1,368 1,246 1,100
1,104

1,127

0

2,000

4,000

6,000

8,000

10,000

2018/3末 2019/3末 2020/3末 2021/3末 2022/3末

事業性 個⼈向けローン 地公体

１-３.貸出金の状況
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1,802 1,782 1,712 1,680 1,750

190 192 180 169 151

2018/3末 2019/3末 2020/3末 2021/3末 2022/3末

住宅ローン その他ローン

3,301 3,351 3,352 3,565 3,821

250 273 281 239 2721,504 1,510 1,600 1,856 1,934

2018/3末 2019/3末 2020/3末 2021/3末 2022/3末

中⼩企業 中堅企業 ⼤企業

1,993

（億円）

（億円）

1,975 1,893 1,850

5,055 5,134 5,233 5,660

貸出⾦残⾼は中⼩企業向けを中⼼に積極的に資⾦ニーズに対応し、前年⽐442億円（年率＋5.1％）増加

個⼈向けローン残⾼は住宅ローンの推進体制・商品性の強化による実⾏増加が寄与し、増加に転じる

1,901

6,028

（億円）

8,417 8,355 8,227 8,615

貸出⾦残⾼
9,058億円

（前年⽐：＋442億円）



639 683 690 640 620

318
311 272 357 409

44 33 29 29 24

0

200

400

600

800

1,000

1,200

2018/3末 2019/3末 2020/3末 2021/3末 2022/3末

年⾦保険 投資信託 公共債

7,885 7,929 7,917 8,201 8,307

3,322 3,348 3,556
3,819 3,818

373 364 371
251 278

0

2,000

4,000

6,000

8,000

10,000
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14,000

2018/3末 2019/3末 2020/3末 2021/3末 2022/3末

個⼈ ⼀般法⼈ 公⾦・⾦融

１-４.預金・個人預り資産の状況
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Ⅰ.決算ハイライト

（億円）

預⾦残⾼は、個⼈預⾦が順調に増加し、前年⽐132億円増の12,404億円となる

個⼈預り資産残⾼は、投資信託を中⼼に伸⻑し、2期連続の増加。コロナ禍前の⽔準を上回る

（億円）

11,582 11,642 11,845 12,271

（億円）

1,001 1,028 992 1,027

預⾦残⾼
12,404億円

（前年⽐：＋132億円）

個⼈預り資産残⾼
1,054億円

（前年⽐：＋26億円）

（除く譲渡性）



624 623 906 750 803
237 150

189 149 113
546 506

508
437 499

895 805
728

888 975

757
784

1,071 1,107 1,076

1,416
1,377

1,224
1,345 1,358

4,125 4,218
4,497 4,410 4,502

0

5,000

0

1,000

2,000

3,000

4,000

5,000

6,000

2018/3末 2019/3末 2020/3末 2021/3末 2022/3末

国債 地⽅債 その他円建債券
株式 外貨建債券 受益証券他
合計平残

4,478
4,247

4,630 4,679
4,827

１-５.有価証券運用の状況
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Ⅰ.決算ハイライト

有価証券残⾼は、株式・国債・円建債券を中⼼にアセットを積み増し、前年⽐148億円増加

有価証券利息配当⾦は、機動的な⼊替による利回り上昇が寄与し、前年⽐11億円増加

（億円） （百万円）

（百万円）

（各グラフ・表の計数は単体ベース）

7,840 8,333 9,004
7,486

8,633

1,419

△ 2,038

607

△ 767

95

1,657 2,815

△ 2,742

2,840
1,503

1.90%

1.97%

2.00%

1.69%
1.91%

0.00%

2.05%

△ 3,000

0

3,000

6,000

9,000

12,000

15,000

利息配当⾦ 5勘定尻 3勘定尻 利回り

10,916 9,110

6,869
9,559 10,231

2018/3期 2019/3期 2020/3期 2021/3期 2022/3期



103 167 207 229 256

1.21%
1.98% 2.49% 2.64%

0.00%

1.00%

2.00%

3.00%

0

200

400

2018/3末 2019/3末 2020/3末 2021/3末 2022/3末

⾦融再⽣法開⽰債権 開⽰対象債権⽐率

１-６.金融再生法開示債権の状況
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Ⅰ.決算ハイライト

（億円）

コロナ禍や資源価格の上昇等不透明な経済環境を考慮し保守的な引当を⾏った結果、与信関係費⽤は前期に
続き⾼⽔準で推移、開⽰対象債権⽐率も2.81％に若⼲上昇
⼀⽅、引当の積み増しにより保全率は前年⽐8.5Ｐｔの78.44%と⼤幅に改善

（億円）

開⽰対象債権⽐率
2.81％

（前年同期末⽐：＋0.17ﾎﾟｲﾝﾄ）

（各グラフの計数は単体ベース）

（※）与信関係費⽤＝⼀般貸倒引当⾦繰⼊額＋不良債権処理額－
償却債権取⽴益－貸倒引当⾦戻⼊益

4 

19 

1 

30 31 

△ 0

13 

4 

23 

28 

△ 5

0

5

10

15

20

25

30

35

2018/3期 2019/3期 2020/3期 2021/3期 2022/3期

与信関係費⽤ うち個別貸倒引当⾦繰⼊額（億円）

75.85%
70.28%

65.62%

69.89%

78.44%

60%

70%

80%

2018/3末 2019/3末 2020/3末 2021/3末 2022/3末

（参考）2022/3末 近隣他⾏平均 2.89％



１-７.経営の健全性
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7,704 7,744 7,828 7,657
8,060

11.61%
11.85% 11.75%

12.25%
11.94%

11.25%
11.54% 11.48%

12.01%
11.77%

8.00%

9.00%

10.00%

11.00%

12.00%

13.00%

5,000

6,000

7,000

8,000

9,000

10,000

2018/3末 2019/3末 2020/3末 2021/3末 2022/3末

リスクアセット ⾃⼰資本⽐率（連）
⾃⼰資本⽐率（単）

854 881 892 907 935

105 101 △ 32
237 227

△ 200

0

200

400

600

800

1,000

2018/3末 2019/3末 2020/3末 2021/3末 2022/3末

株主資本合計 有価証券評価損益

中⼩事業者の資⾦ニーズに積極的に対応したことによるリスクアセットの増加により単体⾃⼰資本⽐率は
11.77％と若⼲低下も国内基準⾏の規制⽐率（4％）を⼤きく上回る⽔準を確保

有価証券評価損益も適切なリスク管理により⾼⽔準を確保、引き続き⾼い財務健全性を維持

（％）

（億円）
（億円）



１-８.中期経営計画の状況
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項 ⽬（単体ベース） 2019年度
実績

2020年度
実績

2021年度
実績

2022年度
計画

今中計
進捗
状況

2022年度
（中計最終⽬標）

最終利益 2,138
百万円

2,199
百万円

3,375
百万円

3,500
百万円 ◎ 2,500

百万円以上

コア業務純益 5,889
百万円

4,449
百万円

6,179
百万円

6,500
百万円 ◎ 5,000

百万円以上

⾃⼰資本⽐率 11.48％ 12.01％ 11.77％ － ◎ 11.00％
以上

コア業務純益ＲＯＥ 6.41％ 4.53％ 5.65％ － ◎ 5.00％
以上

コアＯＨＲ 67.61％ 73.36％ 65.77％ － ◎ 70.00％
未満

第15次中期経営計画における計数⽬標 MOVE BY A SENSE OF MISSION
−当⾏の持続的な発展への使命感に基づく⾏動を起こす −

計画期間（2020年４⽉1⽇〜2023年3⽉31⽇）

●各種中期経営計画の施策に取組みし、全体として概ね順調に推移

●計数⽬標は1年前倒しで達成

Ⅰ.決算ハイライト



１-９.２０２３年３月期 業績見通し
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（億円）

●貸出⾦利息の減少を役務取引等利益の拡⼤と経費の削減によりカバー

●損益⾯では連結ベースで経常利益51億円、当期純利益36億円と増益を⾒込む

2021年3⽉期
実績

2022年3⽉期
実績

2023年3⽉期
予想

経 常 利 益 3,546（▲385） 5,233（＋1,687） 5,100（▲133）

親会社株主に帰属する当期純利益 2,291（ ＋59） 3,486（＋1,195） 3,600（＋114）

1 株 当 た り 当 期 純 利 益 34円41銭 52円33銭 54円04銭

2021年3⽉期
実績

2022年3⽉期
実績

2023年3⽉期
予想

経 常 利 益 3,214（▲317） 4,794（+1,580） 4,700（ ▲94）

当期純利益 2,199（ ＋61） 3,375（+1,176） 3,500（＋125）

1 株 当 た り 当 期 純 利 益 33円04銭 50円66銭 52円54銭

（単位：百万円）

Ⅰ.決算ハイライト

（単位：百万円）



１-１０.２０２３年３月期 業績計画（単体）
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（億円）

（億円）

Ⅰ.決算ハイライト

平 残 2022年3⽉期
実績

2023年3⽉期
計画 前年⽐

貸 出 ⾦ ８，７５５ ９，０８３ ＋３２８

有 価 証 券 ４，５０２ ４，６２０ ＋１１８

預 ⾦ （譲渡性預⾦除く） １２，６３９ １２，７２６ ＋８７

2022年3⽉期
実績

2023年3⽉期
計画 前年⽐

業 務 粗 利 益 １８１ １８２ ＋1

（除く国債等債券損益） １８０ １８０ ０

貸 出 ⾦ 利 息 ８３ ８０ △3

有 価 証 券 利 息 ８６ ８６ ０

役務取引等利益 １２ １４ ＋２

経 費 １１８ １１４ △4
業 務 純 益 ６０ ７２ ＋１2
コア業務純益 ６１ ６５ ＋4
経 常 利 益 ４７ ４７ ０

当 期 純 利 益 ３３ ３５ ＋2

（億円）

（億円）

貸出⾦は事業性貸出を中⼼に前
年に続き堅調な増加を計画

有価証券についても適切にリス
クをコントロールしながらもア
セットを拡⼤

貸出⾦利息はボリューム増加
も、利回り低下により、引続き
減少を⾒込む

⼀⽅、役務取引はソリューショ
ン関連⼿数料の拡⼤により増加



Ⅱ.当⾯の資本運営と株主還元策
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２-１.資本運営の基本的な考え方
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Ⅱ.当⾯の資本運営と株主還元策

株主価値向上のため、新たに株主還元⽅針を策定（2022年5⽉）

資⾦利益・役務利益の増加等により収益性の向上を図るとともに、
株主還元を強化（増配、⾃⼰株式取得）

株主還元
の強化

健全性

の維持

収益⼒
の強化

株主価値の向上

● 継続的かつ安定的な配当実施を基本⽅針とした上
で具体的な還元⽅針を明⽰
①連結配当性向の⽔準を30％程度とする
（※利益⽔準にかかわらず、現在の1株あたり年間12円の

配当を下限とする）
➁柔軟かつ機動的な⾃⼰株式取得を実施する

● バーゼルⅢ最終化に向けたリスクアセットの最適化

● 地域の取引先に対する積極的な貸出・信⽤リスク
テイクは地銀の役割そのもの

● 貸出⾦・有価証券ポートフォリオの安定的な拡⼤

● 役務利益の継続的な拡⼤・経費削減



２-２.資本政策について
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2022年度 株主還元計画

項 ⽬ 2021年度
⾒込

2022年度
計画

親会社株主に帰属する
当期純利益（百万円） 3,486 3,600

配当総額（百万円） 799 1,066

１株あたり年間配当額（円） 12.0 16.0

連結配当性向（％） 22.9 29.6

⾃⼰株式取得（百万円） 0 1,000

連結総還元性向（％） 22.9 57.3

1株あたり連結当期純利益
（円）※1 52.33 56.58

連結ＲＯＥ（％）※2 3.68 3.72

配当について

⾃⼰株式取得について

● 配当⽅針（配当性向30％程度）に基づき、
１株あたり12円 ➨ 16円へ増配を計画

● 着実に利益⽔準を⾼めることにより
配当増加を⽬指す

● ⾃⼰株式取得は、市場動向や業績⾒通し
を踏まえ、機動的に実施

● 2022年度は、10億円の実施を計画
（2022年5⽉13⽇ 公表済。現在、実施中）

Ⅱ.当⾯の資本運営と株主還元策

※１…2022年度株主還元計画に基づいた試算
※２…Ｂ/Ｓ上の「株主資本合計」ベース

適切な資本運営・株主還元の
充実により、株主価値の向上を図る

1株あたり連結当期純利益
● ⾃⼰株式取得（後述）の効果に

より、更に拡⼤



Ⅲ.プライム銘柄に相応しい
企業ガバナンスの構築に向けて
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Ⅲ.プライム銘柄に相応しい企業ガバナンスの構築に向けて

３-１.社外取締役の増員と取締役構成の変更

社外取締役 ３名

社外取締役⽐率 23.1％ 33.3％

■ 牽制機能の強化
■ 透明性の向上
■ 多様性の確保

●本年６⽉の株主総会において、社外取締役１名（⼥性取締役）を選任予定
●同総会において、取締役の構成変更により、1/3以上の社外取締役の構成を予定

2021/6末 2022/6末（予定）

（男性８名）

（男性３名+⼥性１名）
社外取締役

社内取締役

4名
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３-２.各種委員会の設置

付議・報告

株主総会

監督諮問

答申・提⾔ 取締役会

サステナビリティ委員会
（委員⻑＝頭取）

指名報酬委員会
（委員⻑＝独⽴社外取締役）

■ 指名報酬委員会（設置⽇：令和4年1⽉31⽇ 委員⻑：独⽴社外取締役）
構成 ５名の取締役、うち３名は独⽴社外取締役
役割 取締役会の諮問機関として、取締役の指名・報酬等に関する事項につき、

活発に議論
取締役会へ答申・提⾔する

■ サステナビリティ委員会（設置⽇：令和4年4⽉1⽇ 委員⻑：頭取）
構成 頭取が指名する委員
役割 サステナビリティに関する対応⽅針や取組状況を協議し、取締役会へ付議・

報告する

Ⅲ.プライム銘柄に相応しい企業ガバナンスの構築に向けて
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３-３.取締役会の機能向上に向けた取組み

取締役会における
議論の活発化・機能
度向上を図る

経営会議の論点説明

情報提供・事前レクチャー

●社外役員会（毎⽉開催）により、社外役員に対し、経営会議の論点説明、
本部各部⻑による事前レクチャー等、情報提供の充実

●資本政策、経営計画等の最重要課題については、原案策定段階で議論し、
社外役員の意⾒を反映

●取締役会の更なる機能度向上に向けたアンケートの実施

代表取締役会⻑

本部各部

社外役員会

社外役員会の充実
社外役員会構成
● 代表取締役会⻑
● 社内取締役（総合企画担当）
● 社外取締役 3名→４名
● 常勤監査役 2名
● 社外監査役 2名

Ⅲ.プライム銘柄に相応しい企業ガバナンスの構築に向けて
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気候変動への取り組み

• 気候変動がお客さまや当⾏に及ぼすリス
ク・機会を把握し、脱炭素社会の実現に貢
献するべく、「気候関連財務情報開⽰タス
クフォー（TCFD）提⾔※」に賛同。

• ⾦融サービスの提供を通じた脱炭素社会の
実現への取り組みを強化するべく、今後情
報開⽰の充実に努めるとともに、お客さま
の脱炭素化に向けた活動を多⾯的に⽀援し
ていく。

3,891
3,478

3,092 2,764

■Scope1 ■Scope2

CO2排出量の推移と削減⽬標（年度・ｔ）

1,945

2013 2018 2019 2020 2030
（⽬標）

※連結⼦会社含む
▲32.5％ ▲50％

2021

2,625

サステナブルファイナンス累計件数および実⾏・投資額
2019〜2021年度 ５９件 １０１億円

融資 再⽣可能エネルギー・省エネ設備関連資⾦・地域ESG融資 等

投資 トランジションボンド・サステナビリティボンド・グリーンボンド 等

＜対象ファイナンス＞

富⼭第⼀銀⾏グループは「限りなくクリア（透明）、サウンド（健全）、フェア（公平）」の経営理念のもと、サステナビ
リティを巡る課題への対応を通じて、持続可能な経済・社会・環境の実現に貢献し、ステークホルダーの皆さまからの期待
に応え続ける総合⾦融サービスグループとして、中⻑期的な企業価値の向上に努めてまいります。

TCFD提⾔への賛同表明（2022年5⽉31⽇）

Copyright Ⓒ 2022 FIRST BANK OF TOYAMA, All Rights Reserved.

サステナビリティ⽅針

３-４.サステナビリティ

Ⅲ.プライム銘柄に相応しい企業ガバナンスの構築に向けて
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３-５.政策保有株式の縮減

19 19 20 21 

16 

銘柄数

（億円） （円）

上場株式については、「取引先との⻑期的、安定的な取引関係の維持・強化」に資する
銘柄に限定して保有
保有の妥当性が認められないと判断する銘柄から順次、縮減⽅針

政策保有株式に関する⽅針

（左軸） （右軸）

■ 保有継続の可否について、
経済合理性および資本の
効率性の観点から総合的に
判断

＜参考＞
⻑期的な成⻑、地域経済への貢献
が期待できる⾮上場株式について
は、協働して企業の更なる成⻑を
図るため、妥当性を踏まえつつ保
有を検討

縮減に向けた取り組み
■ 2021年度は５銘柄を削減

（2021年度 連結純資産に対する
政策保有株式割合：9.15％）

Ⅲ.プライム銘柄に相応しい企業ガバナンスの構築に向けて



Ⅳ.主要施策の取組み
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４-１.ボリュームの拡大

Ⅳ.主要施策の取組み

＜貸出⾦ 末残＞ ＜開⽰予算＞
2022（計画）

9⽉ 3⽉ 9⽉ 3⽉ 9⽉ 3⽉ 3⽉
⾸都圏向け 172,017 174,508 183,509 190,487 195,191 199,775 203,000
県内・隣接県向け 325,838 342,661 360,033 369,359 382,904 397,002 406,000
地⽅公共団体向け 118,440 114,492 114,755 114,656 115,140 116,039 116,003
個⼈向け 195,720 191,072 187,964 187,054 186,928 192,999 203,000
合計 812,015 822,733 846,262 861,556 880,163 905,815 928,003

2019 2020 2021
単位：百万円

203,000 

150,000

200,000

250,000

9⽉ 3⽉ 9⽉ 3⽉ 9⽉ 3⽉ 3⽉

2019 2020 2021 2022

406,000 

250,000

300,000

350,000

400,000

450,000

9⽉ 3⽉ 9⽉ 3⽉ 9⽉ 3⽉ 3⽉

2019 2020 2021 2022

（東京・⼤阪を商圏とした法⼈向け）

計画
計画

貸出⾦残⾼の推移
（県内及び隣接県を商圏とした法⼈向け）

116,003 

110,000

112,000

114,000

116,000

118,000

120,000

9⽉ 3⽉ 9⽉ 3⽉ 9⽉ 3⽉ 3⽉

2019 2020 2021 2022
計画

（地⽅公共団体向け）

■ 新型コロナウイルス感染症の
影響を受けた事業者の資⾦繰り
⽀援

■ アフターコロナを⾒据えた新た
な設備投資に対するファイナン
スに対応

■ サスティナブルファイナンスへ
の取組み

事業性貸出

（百万円） （百万円） （百万円）
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○体 制
・2021/4より住宅ローンアドバイザーを増員
・地場⼤⼿ハウスメーカーとのパイプ作りに傾注

○商 品
・住宅ローンの商品性の充実化
（住宅ローン団信（11⼤疾病）の追加）
・固定特約更新⼿数料の無料化

⇒ 近年減少を続けてきた個⼈ローン残⾼は増加

Ⅳ.主要施策の取組み

４-１.ボリュームの拡大

住宅ローン

個⼈消費の落ち込みが影響し残⾼減少

消費者ローン

（個⼈向けローン）

203,000 

150,000

160,000

170,000

180,000

190,000

200,000

210,000

9⽉ 3⽉ 9⽉ 3⽉ 9⽉ 3⽉ 3⽉

2019 2020 2021 2022
計画

（うち 住宅ローン） （うち 消費者ローン）

188,787 

140,000

150,000

160,000

170,000

180,000

190,000

200,000

9⽉ 3⽉ 9⽉ 3⽉ 9⽉ 3⽉ 3⽉

2019 2020 2021 2022

11,510 

10,000

12,000

14,000

16,000

18,000

9⽉ 3⽉ 9⽉ 3⽉ 9⽉ 3⽉ 3⽉

2019 2020 2021 2022

（百万円） （百万円） （百万円）



・SDGs取組⽀援サービス
・⼈材紹介サービス
・⼈事コンサルティング
・DXコンサルティング
・事業承継
・M＆A（売り買い）
・産学官連携
・各種申請⽀援

（補助⾦、経営⾰新・BCP計画等）
・不動産
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４-２.総合金融サービスの展開とコンサルティング強化

・脱炭素⽀援

コンサルティングメニュー

強化メニュー
（お客様のニーズが⾼まりつつあるもの）

ファイナンスと最適なコンサルティングの提供により、お客様の企業価値向上に寄与

ＤＸコンサルティング（Ｒ3年度〜）

業務の棚卸し
業務フローの取捨選択

課題発掘

ＩＴツール導⼊⽀援
業務フロー⾒直し

ＩＴ定着⽀援

STEP１ STEP２ STEP３

Ⅳ.主要施策の取組み

・経営コンサルティング（計画策定・マー
ケティング・原価管理・業務効率化）

・課題解決型伴⾛⽀援サービス（モニタリ
ングサービス）

・ビジネスマッチング
・経営改善⽀援サービス

本
業
⽀
援

そ
の
他
⽀
援
サ
ー
ビ
ス



フロー収⼊
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４-３.コンサルティング業務の展開

コンサルティング
業務の展開

経営課題の解決
お客さまの

企業価値向上
地域経済の発展

雇⽤の拡⼤

経営計画策定⽀援や課題解決に向けた伴⾛⽀援サービスを通じて、お客様の経営課題の解決に向けた寄り添う
コンサルティングを展開
⼈材育成を図りつつ、内製化により業務の裾野を拡⼤

経営計画策定、ビジネス
マッチング、事業承継、
M&A、SDGs取組み⽀
援、補助⾦申請⽀援サー
ビスの合計

ストック収⼊

内外環境分析尾
課題の抽出・共有

１
２

⾏動計画の策定３
課題解決に向けた伴⾛４
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Ⅳ.主要施策の取組み

（件数） コンサルティング業務の柱

経営計画策定
・モニタリング

伴⾛⽀援



４-４.経営基盤の強化
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ＯＨＲの改善を通して、経営基盤のさらなる強化を実現する

■ 経費（除く臨時処理分）
前年同期⽐ △383百万円

（⼈件費： △259百万円）
（物件費： △126百万円）
（税 ⾦： ＋１百万円）

■ コアＯＨＲ
前年同期⽐ 7.59ポイント改善

（業務粗利益〔除く 国債等債券損益〕
の増加、経費〔除く 臨時処理分〕の
減少による）

■ 2023/3期は、OHR63％台への
低下を計画し、⽇銀「特別当座
預⾦制度度」についても達成を
⽬指す

Ⅳ.主要施策の取組み

（％）（百万円）
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４-５.チャネルの充実・効率化
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Ⅳ.主要施策の取組み

2020年3⽉
62店舗 2021年3⽉

59店舗 2022年3⽉
55店舗

✔ リアル店舗は、法⼈・リテールタイプに
店舗の役割を明確にしたエリア体制を構築

✔ お客さまのニーズも踏まえつつ、店舗網を
最適化・効率化

店舗・ATMネットワークの効率化、利便性向上

✔ セブン銀⾏との提携により全国の同⾏ATM
を⼿数料無料で利⽤可能に

✔ お客さまの利便性の向上と⾃⾏ATMの効率
化を両⽴

当行店舗数 当行ＡＴＭ設置総台数

2021年3⽉
138台

2022年3⽉
128台

2020年3⽉
141台

2022年5⽉
91台
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４-５.チャネルの充実・効率化
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インターネットバンキング 随時機能
拡⼤

・即時申込・利⽤が可能！
・⽣体認証ログインで簡単ログイン！

いつでもどこでも銀⾏取引を可能に！

ローン
⾮対⾯完結化 6商品

対応済み

申込から契約まで来店
不要の⾮対⾯完結型
ローン

2020/10より「オート
ローン」「教育ローン」
の⾮対⾯完結商品を提供
開始

通帳レス 2016年1⽉
スタート

通帳を発⾏しない通帳レス⼝座
IBまたはアプリとセットで推進

諸届 随時機能拡⼤

eKYCを活⽤したオンライン本⼈
確認により、ホームページ経由
で各種⼿続きが可能に！

• 取引時確認
• 公共料⾦等⼝座振替受付
• 住所・電話番号変更
• 通帳レス⼝座への切替受付
• 県⽴学校の授業料⼝座振替
• 普通預⾦の⼝座解約

お⾦の
健康診断

2019年12⽉
スタート

家計診断をもとに
チャットで⾏員に
相談できる「お⾦の
健康診断」を開始。

若年層など既存顧客
にとどまらない幅広
い客層との顧客接点
獲得に向けてSNSア
カウントを開設

SNS 2019年10⽉
スタート

Twitterでは38000⼈以上
のフォロワーを獲得！ 質問に回答するだけ

で、⾦融機関からニー
ズに合わせた商品提案
が届き、お客さまは提
案の中から選択して申
込みができるサービス

クラウド
ローン

2020年4⽉
スタート

インターネット⽀店 2017年5⽉
OPEN

全国を対象とした⾮対⾯の⽀店
2020/7のリニューアルを契機に、給与受取を
はじめとしたメイン⼝座の獲得を推進する

印鑑レスで、最短
翌営業⽇⼝座開設へ

2021/6〜

画像の挿⼊や⽂字の加⼯
で⾒た⽬を整えたメール
を配信開始。お客さまに
対する訴求⼒向上。
また、メール開封率やク
リック率等のデータ取得
分析。2021/10より、⼝
座開設時におけるメール
アドレスの取得も実施

HTML
メール

2020年8⽉
スタート

⾮対⾯サービスの拡充

⾮対⾯取引の
利便性向上

ファーストバンクアプリ 2018年5⽉
スタート

⾃動家計簿機能やロボアド投
資などの機能盛りだくさん

いつでも、どこで
も。便利な暮らしを
ポケットに

顧客接点
の拡⼤

Ⅳ.主要施策の取組み
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インターネット⽀店の顧客数についても順調
に増加

■今後も⾮対⾯取引のニーズがますます⾼ま
ることを想定し、⾮対⾯でできる取引の拡
充を図っていく

Gomez地⽅銀⾏サイトランキングに2回連続でTOP20に
ランクインしております。

（※参考）

Ⅳ.主要施策の取組み

1,200 1,215 
1,324 

1,501 

1,769 

2,255 

2019/9 2020/3 2020/9 2021/3 2021/9 2022/3

27,624 27,996 

32,115 

33,968 

36,742 

39,800 

4,655 
4,716 

4,758 
4,798 4,855 

4,923 

4,400

4,600

4,800

5,000

25,000

30,000

35,000

40,000

2019/09 2020/03 2020/09 2021/03 2021/09 2022/03

ビジネスWeb

プライベートWeb

インターネットバンキング契約は増加

■プライベートWeb
店頭申込受付 ⇒ ホームページ受付を開始

■ビジネスWeb
⼿形・⼩切⼿の完全電⼦化に向けて、
⼀層の利⽤拡⼤を⽬指す

インターネットバンキング契約件数

インターネット⽀店顧客数推移
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Ⅳ.主要施策の取組み

(5,000)
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(2,000)

(1,000)

0

1,000

2,000

3,000

4,000

10⽉ 11⽉ 12⽉ 1⽉ 2⽉ 3⽉

プライベートＷｅｂ ビジネスＷｅｂ 営業店 ＡＴＭ

2021年10⽉1⽇から振込⼿数料を改訂

2020年度下期と⽐較し、2021
年度下期はインターネットバン
キングでの振込利⽤件数が増加

2020年度下期と2021年度下期の増減

インターネットバンキング
⼿数料を政策的に引下げ

（件）
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当⾏の次期勘定系システムの更新（2028〜9年頃）に向けた検討が順調に進捗
現⾏の⾃営単独から共同化システムへの参加を軸に、早期に具体的な⽅向性、
スケジュール感を確定し、安全確実な移⾏を実現していく

上記の検討結果も踏まえ、営業⽀援系、情報系の各種システムについても、
更新の時期や対応策を⾒直し
計画的に⼿戻りのない形で既存システムの更新や⾏内DX、ペーパーレス化
等を進めていく

次世代勘定系システムを巡る検討

⾏内DXの推進

Ⅳ.主要施策の取組み

４-６.ＩＴ投資・ＤＸ



Ⅴ.資 料 編

Copyright Ⓒ 2022 FIRST BANK OF TOYAMA, All Rights Reserved.

MOVE BY A SENSE OF MISSION
−当⾏の持続的な発展の使命感に基づく⾏動を起こす −
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５-１.損益推移

Ⅴ.資 料 編

Copyright Ⓒ 2022 FIRST BANK OF TOYAMA, All Rights Reserved.

（百万円）

前年同期⽐
19,163 16,001 18,792 15,936 18,145 2,208
17,743 18,040 18,184 16,704 18,049 1,345
16,642 17,082 17,437 15,889 16,824 935

800 854 854 771 1,231 459
1,720 △ 1,935 499 △ 724 89 813
1,419 △ 2,038 607 △ 767 95 863

（△） 12,819 12,379 12,295 12,254 11,870 △ 383
（△） 5,960 5,958 5,861 5,679 5,420 △ 259
（△） 6,044 5,659 5,583 5,731 5,605 △ 126
（△） 814 760 849 843 845 1
（△） 509 485 △ 294 631 197 △ 434

5,833 3,136 6,791 3,050 6,077 3,026
4,923 5,661 5,889 4,449 6,179 1,729
1,596 1,299 △ 3,260 163 △ 1,283 △ 1,446

う ち 1,657 2,815 △ 2,742 2,840 1,503 △ 1,337
う ち （△） △ 11 1,436 410 2,422 3,014 591

7,430 4,436 3,531 3,214 4,794 1,580
△ 22 △ 354 △ 595 △ 76 △ 318 △ 242
5,254 3,504 2,138 2,199 3,375 1,175

損益推移（単体） 2018年3⽉期 2019年3⽉期 2020年3⽉期 2021年3⽉期 2022年3⽉期

業 務 粗 利 益
（ 除 く 国 債 等 債 券 損 益 ）

資 ⾦ 利 益
役 務 取 引 等 利 益
そ の 他 業 務 利 益
（ う ち 国 債 等 債 券 損 益 ）

経 費 （ 除 く 臨 時 処 理 分 ）
⼈ 件 費
物 件 費
税 ⾦

⼀ 般 貸 倒 引 当 ⾦ 繰 ⼊ 額
業 務 純 益

臨 時 損 益
株 式 等 損 益
不良債権処理額（貸出⾦関係）

コ ア 業 務 純 益

当 期 純 利 益

経 常 利 益
特 別 損 益
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５-２.ボリューム推移

Ⅴ.資 料 編
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（百万円）

前年同期末⽐

1,158,204 1,164,283 1,184,550 1,227,198 1,240,410 13,211

34,000 29,021 51,133 11,000 31,000 20,000

841,734 835,586 822,732 861,556 905,814 44,257

447,867 424,794 463,007 467,961 482,772 14,811

（百万円）

前年同期末⽐

1,152,626 1,171,910 1,168,914 1,220,490 1,263,981 43,491

37,437 32,045 30,911 22,666 14,273 △ 8,392

834,457 830,711 814,154 839,079 875,541 36,461

412,540 421,874 449,747 441,057 450,234 9,177

主要勘定末残推移
（単体）

主要勘定平残推移
（単体）

貸 出 ⾦

有 価 証 券

預 ⾦

譲 渡 性 預 ⾦

有 価 証 券

預 ⾦

譲 渡 性 預 ⾦

貸 出 ⾦

2022年３⽉末

2018年３⽉末 2019年３⽉末 2020年３⽉末 2021年３⽉末 2022年３⽉末

2018年３⽉末 2019年３⽉末 2020年３⽉末 2021年３⽉末
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５-３.利回り・利鞘推移

Ⅴ.資 料 編
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（％）

前年同期⽐

（Ａ） 1.39 1.41 1.41 1.19 1.20 0.01

貸 出 ⾦ 利 回 （Ｂ） 1.15 1.14 1.11 1.04 0.95 △ 0.09

有 価 証 券 利 回 1.90 1.97 2.00 1.69 1.91 0.22

（Ｃ） 1.11 1.05 1.03 0.97 0.90 △ 0.07

（Ｄ） 1.14 1.08 1.06 1.00 0.94 △ 0.06

預 ⾦ 等 利 回 0.06 0.05 0.04 0.02 0.01 △ 0.01

経 費 率 1.07 1.02 1.02 0.98 0.92 △ 0.06

（Ａ）－（Ｃ） 0.28 0.35 0.38 0.21 0.30 0.09

（Ｂ）－（Ｄ） 0.01 0.06 0.04 0.03 0.01 △ 0.02

2022年３⽉期利回り・利鞘推移（単体） 2018年３⽉期 2019年３⽉期 2020年３⽉期 2021年３⽉期

預 貸 ⾦ 利 鞘

資 ⾦ 運 ⽤ 利 回

資 ⾦ 調 達 原 価

総 資 ⾦ 利 鞘

預 ⾦ 等 原 価
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５-４.業種別貸出金残高推移

Ⅴ.資 料 編
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（百万円）

前 年 ⽐
841,734 835,586 822,732 861,556 905,814 44,257

製 造 業 125,534 123,317 133,934 148,870 153,639 4,769
農 業 ・ 林 業 3,841 3,239 2,279 1,291 1,759 468
漁 業 61 63 51 28 46 17
鉱 業 , 採 ⽯ 業 , 砂 利 採 取 業 1,311 1,136 1,064 1,056 1,052 △ 3
建 設 業 39,540 39,672 40,607 47,724 52,287 4,563
電気・ガス・熱供給・⽔道業 22,680 23,523 24,411 26,339 29,619 3,280
情 報 通 信 業 12,411 10,702 12,158 10,906 13,503 2,596
運 輸 業 、 郵 便 業 30,015 30,894 30,487 33,207 33,966 759
卸 売 業 44,799 45,759 46,545 50,668 50,713 44
⼩ 売 業 35,819 35,822 37,295 38,740 39,508 767
⾦ 融 業 、 保 険 業 59,615 65,340 61,135 66,091 69,013 2,922
不 動 産 業 46,566 48,879 49,785 49,223 61,525 12,301
物 品 賃 貸 業 19,853 19,324 22,319 25,223 31,076 5,852
学術研究、専⾨・技術サービ 6,468 7,182 6,515 7,656 7,066 △ 589
宿 泊 業 3,333 3,209 2,919 3,430 3,356 △ 74
飲 ⾷ 業 4,336 4,190 4,236 5,737 5,329 △ 407
⽣活関連サービス業、娯楽業 5,663 5,083 4,652 5,072 4,828 △ 244
教 育 、 学 習 ⽀ 援 業 1,337 1,234 1,050 1,336 1,252 △ 83
医 療 ・ 福 祉 19,546 20,522 17,787 19,052 18,625 △ 427
そ の 他 の サ ー ビ ス 17,222 19,070 19,193 20,668 20,669 1
地 ⽅ 公 共 団 体 136,817 124,624 110,066 110,466 112,761 2,294
個 ⼈ ・ そ の 他 204,956 202,791 194,237 188,761 194,210 5,449

2022年３⽉末業種別貸出⾦推移（単体）

合       計

2018年３⽉末 2019年３⽉末 2020年３⽉末 2021年３⽉末
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５-５.地域シェア（富山県/預貸金）

Ⅴ.資 料 編
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10.9 10.6 10.6 10.6 10.2 

33.3 34.3 35.1 35.1 36.4 

4.4 4.4 4.4 4.3 4.3 

51.4 50.7 49.9 50.0 49.1 

0.0
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30.0

40.0

50.0

60.0

2017/3末 2018/3末 2019/3末 2020/3末 2021/3末

当⾏ A銀⾏ B銀⾏ その他

16.5 
14.7 14.0 13.4 13.4 

39.1 39.8 

39.1 39.0 38.7 

6.7 7.2 6.1 6.0 6.0 

37.7 38.3 

40.8 41.6 41.9 

0.0

10.0

20.0

30.0

40.0

50.0

60.0

2017/3末 2018/3末 2019/3末 2020/3末 2021/3末

当⾏ A銀⾏ B銀⾏ その他

（％） （％）

（資料出所：⾦融ジャーナル） （資料出所：⾦融ジャーナル）
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５-６.株式の状況

Ⅴ.資 料 編
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⾦融機関
30.94 

⾦融商品取引業者
1.48 

国内法⼈
27.20 

外国法⼈
2.21 

個⼈その他
38.17 ％

％

％

％

％

所有者別株式数
（割合）

2022年3⽉末現在

株主名
所有株式数
（千株）

持株⽐率
（％）

⽇本マスタートラスト信託銀⾏株式会社（信託⼝） 5,680 8.52%

株式会社北陸銀⾏ 1,941 2.91%

株式会社福井銀⾏ 1,788 2.68%

東京海上⽇動⽕災保険株式会社 1,541 2.31%

株式会社⽇本カストディ銀⾏（信託⼝） 1,482 2.22%

富⼭第⼀銀⾏職員持株会 1,447 2.17%

三井住友海上⽕災保険株式会社 1,409 2.11%

⽇本⽣命保険相互会社 1,310 1.96%

株式会社みずほ銀⾏ 1,292 1.94%

株式会社インテック 1,000 1.50%

※持株⽐率は、発⾏済株式（⾃⼰株式を除く。）の総数に対する所有株式数の割合。

2022年３⽉末
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本件に関するお問合せ先

総合企画部 経営企画グループ

076－424－1219

souki@first-bank.co.jp

https://www.first-bank.co.jp/

TEL
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URL

(ご注意事項）

・本資料は情報提供のみを⽬的として作成されたものです。特定の有価証券
等の売買を勧誘するものではありません。

・本資料に記載された内容の全部または⼀部は予告なしに修正または変更
される場合があります。

・本資料には将来的な業績⾒通しに関する記述がございます。将来の業績
は、経営環境の変化等により異なる可能性があることにご留意ください。


